
①配水管の更新　(L=5,825m) （ ） ④汚水管の整備　 (L=503m) （ ）

　　　　　　　　東12条南4丁目 外　　　　　　 L=1,770m 　　　　　　　　西16～18条南28丁目　L=263m　等

　　　　　　　　西18条南5丁目    　　　　　 　L=1,500m ⑤下水道管渠の長寿命化　 (L=183m) （ ）

　　　　　　　　西16条北2丁目 外   　　      L=790m　等 　　　　　　　　西帯広工業団地　L=183m　等

⑥汚水処理統合管渠整備 　(L=887m) （ ）

②川西地区の受水切替　(L=250m) （ ） 　　　　　　　　圧送管整備　L=797m

　　　　　　　　送水管布設工事　L=250ｍ　　美栄町 　　　　　　　　合流接続管整備　L=90m

⑦汚水処理統合施設整備 （ ）

③岩内浄水場の機器の更新 （ ） 　　　　　　　　中継ポンプ場新設（消化タンク撤去）【継続費R7-9】

　　　　　　　　岩内浄水場設備等更新　【継続費R6-8】 ⑧帯広川下水終末処理場の改修 （ ）

　　　　　　　　滅菌池電気設備更新　【継続費R5-7】

　　　　　　　　滅菌池機械設備更新　【継続費R6-7】　等

⑨合併処理浄化槽の設置 （ ）

　　　　　　　　5～10人槽：16基

①重要施設に接続する管路の耐震化等（新規） 　(L=3,225m) （ ） ③重要施設に接続する下水道管のマンホール等の耐震化（新規） （ ）

                上下水道耐震化計画に基づき、重要施設   　             上下水道耐震化計画に基づき、地震により液状化のおそれがある地区で

                （避難所等）に接続する配水管を耐震化   　             下水道管のマンホール等を耐震化

　　　　　　　 大正町基線～東2線 　  L=3,090m　等 　　　　　　　　地質調査、液状化診断

②稲田浄水場の地震対策 （ ） ④雨水管の整備 　(L=770m) （ ）

　　　　　　　　稲田浄水場配水池への緊急遮断弁設置　1基　等 　　　　　　　　西9～12条南39～40丁目　L=700m 等

①水道料金・下水道使用料体系の検証 （ ） ②不掘削構造のメーターボックスへの更新 （ ）

　　　　　　 　　水道料金・下水道使用料体系を検証するため 　　100箇所

　公営企業経営審議会を４回開催

①水道料金基本料金の免除（基本料金免除額644,872千円・市民周知等3,463千円） （ ）

　　物価高騰等の影響を受けている市民や事業者を幅広く支援するため、国の地方創生臨時交付金等を活用して水道料金の基本料金を６カ月間免除（令和7年5月1日～10月31日検針分）

18,000 千円

27,190 千円

648,335 千円

千円

千円

115,600 千円

561,500 千円 179,230

千円

193,100 千円

82,626 千円

128,200

※一部R6年度から繰越し予定
　　　　　　　　　 　28,800千円

※一部R6年度から繰越し予定
　　　　　　　　　　　152,800千円

千円510

千円175,800

628,000 千円

129,200 千円

423,500 千円

300,000

103,420 千円

総額 27,700千円

総額 2,120,876千円

総額 917,300千円

下水

下水

水道

下水

水道

簡水

下水

農下

水道

汚水処理統合

圧送管の整備

水道

（２）強靭 ～災害に強く迅速に対応する～

（３）持続 ～健全かつ安定的な運営を持続する～

（１）安全 ～いつでも安全に安心して利用できる～

合併処理浄化槽

岩内浄水場

浄水等設備

配水管の整備 下水

緊急遮断弁の設置

ﾌﾟﾗﾝ2-7

水道

簡水簡水

簡水簡水

農下

下水

下水

水道 簡水

下水

※重要施設の追加によ

り耐震化が必要な水道

管が増加し、R6耐震適

合率が1.7ポイント低下

物価高騰等に直面する生活者・事業者支援

＜ビジョン目標値の進捗状況＞

H30 R11

基準値 目標値 予算値 目標値

雨水整備率 7 1．4 % 7 4．6 % 7 4．5 % 7 6．3 %

（前年対比+0.2ポイント）

指 標 名
R7

＜ビジョン目標値の進捗状況＞

H30 R11

基準値 目標値 予算値 目標値

水道管路の
耐震適合率

8 2．8 % 8 7．5% 8 7．0 % 9 0．0 %

（前年対比+0.7ポイント）

指 標 名
R7

令和 7 年 2 月 25日

第1回経営審議会 資料1



（単位：百万円 税込）

（）は前年対比増△減

令和 7 年 2 月 25日

第1回経営審議会 資料2

給水収益
2,987

(△626)

長期前受金戻入

※2
227

(△6)

その他
1,047
(619)

給水収益
131

(△6)

長期前受金戻入※2  15(0)
その他 23(11)

維持管理費など

1,943
(87)

減価償却費など※1

1,736

(△2)

借入金利息 167(△5)

収益的

収支差引

(水道)
415

維持管理費など

162
(30)

減価償却費

※1

49(0)

借入金利息 19(4)

借入金

499

(△208)

国庫補助金・その他 211(△3)

資本的収支不足額(水道) ※3

（累積資金残高で補てん）※4

1,953

借入金

211
(7)

その他 24(1)

施設の建設・更新費用など

1,644

(△450)

借入金の元金返済

1,019

(△6)

施設の建設・更新費用など

227
(10)

借入金の元金返済 46(2)

収 入

4,430

支 出

4,076

簡易水道事業 169水道事業 4,261

水道事業 3,846 簡易水道事業 230

収益的収支差引(簡水) 61

支 出

2,936

収 入

945

簡易水道事業 235水道事業 710

水道事業 2,663 簡易水道事業 273

資本的収支不足額(簡水) ※3

（累積資金残高で補てん） ※4

38

※1 減価償却費

使用や時間の経過に伴って経済的な価値

が減少していく固定資産について、使用する

期間にわたって、毎年徐々に費用化する仕

組み。帳簿上の処理であるため、現金の動き

は無い費用。

※2 長期前受金戻入

固定資産を取得した時の財源を減価償却

にあわせて毎年徐々に収益化していく仕組

み。帳簿上の処理であるため、現金の動きは

無い収益。

資本的収支の内訳

おいしい水道水を安定供給するための収支収益的収支の内訳

水道施設や水道管を整備、更新するための収支

上下水道一体の耐震化事業に着手し、災害に強い強靭な施設を整備するとともに、

上下水道料金体系を検証し、持続可能な上下水道事業を目指します。

予算規模（税込） （単位：千円）

令和7年度
当初予算額

令和6年度
当初予算額

比 較

収入 4,260,767 4,273,891 △ 13,124
支出 3,846,608 3,766,287 80,321
収入 168,914 164,083 4,831
支出 229,482 195,512 33,970
収入 709,992 920,585 △ 210,593
支出 2,663,064 3,118,706 △ 455,642
収入 235,366 227,151 8,215
支出 272,846 261,495 11,351
収入 5,375,039 5,585,710 △ 210,671
支出 7,012,000 7,342,000 △ 330,000

純利益（税抜） （単位：千円）

令和7年度
当初予算額

令和6年度
当初予算額

比 較
令和7年度
ビジョン値

比 較

291,464 346,061 △ 54,597 494,000 △ 202,536

△ 61,558 △ 34,921 △ 26,637 △ 42,000 △ 19,558
229,906 311,140 △ 81,234 452,000 △ 222,094

累積資金残高 （単位：千円）

令和7年度末 令和6年度末 比 較
令和7年度末
ビジョン値

比 較

1,522,963 1,551,332 △ 28,369 1,271,000 251,963
8,785 54,391 △ 45,606 0 8,785

1,531,748 1,605,723 △ 73,975 1,271,000 260,748

簡易水道事業

収
益
的

収
支

水道事業

簡易水道事業

水道事業資
本
的

収
支

簡易水道事業

合計

水道事業

簡易水道事業

合計

合計

水道事業

年度

用 語 解 説

給 水 人 口 人
給水区域内に居住
し、水道により給水
を受けている人口

160,994 159,919 158,169 159,450 156,320 △ 3,130 △ 2.0 

給 水 戸 数 戸
給水契約の対象と
なっている戸数

81,320 81,610 81,457 81,400 80,500 △ 900 △ 1.1 

普 及 率 ％
給水人口と給水区
域内人口の割合

99.97 99.97 99.97 99.97 99.97 0.00 

年 間 総 給 水 量 16,347,405 15,656,945 15,604,299 15,636,000 15,581,000 △ 55,000 △ 0.4 

自己水源 8,499,905 9,358,141 9,490,467 9,257,990 7,714,520 △ 1,543,470 △ 16.7 

企業団受水 7,847,500 6,298,804 6,113,832 6,378,010 7,866,480 1,488,470 23.3 

給水量に対する料
金徴収の対象と
なった水量の割合

計画給水区域に対
して給水した水量

料金徴収の対象と
なった水量

89.51 91.66 91.98 91.39 91.73 0.34 

14,292,000 1,900 0.0 14,352,439 14,632,745 14,351,544 

業
　
　
務
　
　
の
　
　
予
　
　
定
　
　
量

ｍ3

有 収 水 量 ｍ3

有 収 率 ％

令和７年度
予 算

比　較　増　△　減

令 和 ６ 年 度
予 算
と の 比 較

増減率（ ％）

令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

14,290,100 

水　道　事　業　　　業　務　予　定　量　調

　区分

令和３年度
決 算

令和４年度
決 算

年度

用 語 解 説

給 水 人 口 人
給水区域内に居住
し、水道により給水
を受けている人口

3,076 3,034 2,982 3,010 2,940 △ 70 △ 2.3 

給 水 戸 数 戸
給水契約の対象と
なっている戸数

1,021 1,028 1,027 1,008 1,013 5 0.5 

普 及 率 ％
給水人口と給水区
域内人口の割合

93.78 94.05 94.61 94.17 94.38 0.21 

年 間 総 給 水 量 657,545 663,381 647,748 573,800 586,200 12,400 2.2 

自己水源 492,906 467,849 441,126 384,730 387,640 2,910 0.8 

企業団受水 164,639 195,532 206,622 189,070 198,560 9,490 5.0 

給水量に対する料
金徴収の対象と
なった水量の割合

簡　易　水　道　事　業　　　業　務　予　定　量　調

81.70 81.80 0.10 

472,534 468,844 479,557 10,713 2.3 

　区分

令和５年度
決 算

69.75 71.15 72.95有 収 率 ％

業
　
　
務
　
　
の
　
　
予
　
　
定
　
　
量

ｍ3

有 収 水 量 ｍ3 458,606 471,998 

計画給水区域に対
して給水した水量

料金徴収の対象と
なった水量

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

比　較　増　△　減

令 和 ６ 年 度
予 算
と の 比 較

増減率（ ％）

令和３年度
決 算

令和４年度
決 算

水 道 事 業 会 計



下水道使用料
2,856

(5)

長期前受金戻入※2
1,069

(3)

他会計負担金等
1,159
(20)

下水道

使用料
31(0)

長期前受金戻入※2  

12(0)

他会計

負担金等
144
(14)

維持管理費など

1,964

(△13)

減価償却費など※1

2,358
(14)

借入金利息 194(△12)

収益的

収支差引

(下水)
568

維持管理

費など

103
(9)

減価償

却費※1

55(2)

借入金利息 10(0)

施設の建設・更新費用など

1,763
(742)

借入金の元金返済

1,548

(△75)

施設の建設・

更新費用など

113
(8)

借入金の元金返済

47(2)

借入金

1,136
(302)

国庫補助金・

他会計出資金等

864
(389)

資本的収支不足額(下水) ※3

(累積資金残高で補てん) ※4

1,311

借入金

68
(3)

他会計出資金等

21(1)

（単位：百万円 税込）

（）は前年対比増△減

収 入

5,271

支 出

4,684

農村下水道事業 187下水道事業 5,084

下水道事業 4,516 農村下水道事業 168

支 出

3,471

収 入

2,089

農村下水道事業 89下水道事業 2,000

下水道事業 3,311 農村下水道事業 160

資本的収支不足額(農下) ※3

（累積資金残高で補てん） ※4

71

※3 資本的収支不足額

資本的収入は、施設の建設や更新の工事

費などの財源となる借入金や国からの補助

金しかありません。このため、借入金の返済

などの支出が収入を上回ることになり、発生

する不足額は累積資金残高で補てんするこ

とになります。

※4 累積資金残高

これまでに発生した利益や現金の動きが

無い減価償却費などにより蓄積された資金

で、主に施設の建設・更新や借入金の元金

返済などの財源となります。

収益的収支の内訳

資本的収支の内訳

汚れた水を集めてきれいにするための収支

終末処理場や下水道管を整備、更新するための収支

収益的

収支差引

(簡水)
19

予算規模（税込） （単位：千円）

令和7年度
当初予算額

令和6年度
当初予算額

比 較

収入 5,083,939 5,055,809 28,130
支出 4,516,151 4,526,807 △ 10,656
収入 187,119 173,103 14,016
支出 168,144 156,715 11,429
収入 1,999,946 1,309,112 690,834
支出 3,310,835 2,643,874 666,961
収入 88,517 85,316 3,201
支出 159,870 150,604 9,266
収入 7,359,521 6,623,340 736,181
支出 8,155,000 7,478,000 677,000

純利益（税抜） （単位：千円）

令和7年度
当初予算額

令和6年度
当初予算額

比 較
令和7年度
ビジョン値

比 較

484,836 480,540 4,296 635,000 △ 150,164

19,188 16,571 2,617 6,000 13,188
504,024 497,111 6,913 641,000 △ 136,976

累積資金残高 （単位：千円）

令和7年度末 令和6年度末 比 較
令和7年度末
ビジョン値

比 較

2,442,930 1,880,460 562,470 1,083,000 1,359,930
213 688 △ 475 0 213

2,443,143 1,881,148 561,995 1,083,000 1,360,143
※うち、下水道事業債短期借入分等 811,160千円 （下水道事業差引後 ビジョン値比較 548,770千円）

下水道事業

農村下水道事業

合計

収
益
的

収
支

下水道事業

農村下水道事業

資
本
的

収
支

下水道事業

下水道事業

農村下水道事業

合計

合計

農村下水道事業

年度

用 語 解 説

区分

年 間 総 処 理 水 量 ｍ3
１年間あたり、終末
処理場及び浄化セン
ターで処理した水量

26,540,277 25,804,568 24,113,045 25,276,000 24,980,000 △ 296,000 △ 1.2 

有 収 水 量 ｍ3

下水道で処理した汚
水のうち、雨水・不明
水を除いた使用料収
入の対象となる水量

16,459,679 16,127,324 16,079,141 15,932,300 15,933,400 1,100 0.0 

有 収 率 ％
総処理水量に対する
料金徴収の対象と
なった水量の割合

62.02 62.50 66.68 63.03 63.78 0.75 

下 水 道 認 可 区 域 ｈａ
事業計画を定め、国
の許可を受けた区域
面積

4,367 4,367 4,367 4,367 4,367 0 0.0 

汚 水 整 備 面 積 ｈａ
下水道認可計画に
基づいて、下水道が
整備された面積

4,328 4,328 4,328 4,328 4,328 0 0.0 

下 水 道 整 備 率 ％
下水道認可区域に
対する汚水整備面積
の割合

99.11 99.11 99.11 99.11 99.11 0.00 

令和３年度
決 算

令和４年度
決 算

令和７年度
予 算

比　較　増　△　減

令 和 6 年 度
予 算
と の 比 較

増 減 率
（ ％ ）

業
　
　
務
　
　
の
　
　
予
　
　
定
　
　
量

下　水　道　事　業　　　業　務　予　定　量　調

令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

年度

用 語 解 説

区分

年 間 総 処 理 水 量 ｍ3

１年間あたり、清川
下水処理場及び合
併処理浄化槽で処
理した水量

186,904 183,566 184,268 186,600 188,400 1,800 1.0 

有 収 水 量 ｍ3

農村下水道で処理し
た汚水のうち、使用
料収入の対象となる
水量

186,904 183,566 183,149 186,600 187,400 800 0.4 

水 洗 化 戸 数 戸
総処理水量に対する
料金徴収の対象と
なった水量の割合

631 650 663 686 685 △ 1 △ 0.1 

普 及 率 ％

下水道事業会計全
体の行政区域内人
口に対する処理区域
内人口の割合

97.11 97.14 97.17 97.22 97.46 0.24 

処 理 区 域 面 積
（農業集落排水事業）

ｈａ

農業集落排水を清川
下水処理場で処理
することが出来る面
積

13 13 13 13 13 0 0.0 

合 併 処 理 浄 化 槽
設 置 基 数 累 計
（個別排水処理事業）

基
合併処理浄化槽の
累計設置基数

603 619 632 655 654 △ 1 △ 0.2 

令 和 6 年 度
予 算
と の 比 較

増 減 率
（ ％ ）

農　村　下　水　道　事　業　　　業　務　予　定　量　調

令和３年度
決 算

令和４年度
決 算

令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

比　較　増　△　減
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量

下 水 道 事 業 会 計


